



























































































































　公会計の一領域である公益法人会計は，平成 16 年 10 月に改正され，平成
































































































































































































































（９）公益法人会計基準検討会［2001］，第 2 章の 2。 
（１０）新公益法人会計の計算構造は，企業会計と同様である。実体勘定の増減が
仕訳され，純財産の増減額が，実体勘定（財産）の増減理由という名目で仕訳
される。新公益法人会計では，当該増減理由のうち，純増額を「収益」，純減
額を「費用」としており，呼称も企業会計に倣っている。 
（１１） 加古［2005］，23 頁。
（１２） 報告では，税収を行政コストとせず，損益外純資産増加原因としている。
これについては重要論点であり，稿を改めて考察する。
（１３）柴［2005］，123 頁参照。
（１４）また，このプロセスによれば歳入歳出計算書に誘導できる。公会計は現金
主義に基づき，金銭債権・債務がないことから，これとキャッシュフロー計算
書に内容の乖離はない。 
（１５）複式簿記は事実と原因を同時に記録する体系であり，より具体的には，「純
財産の増減変動」と「その原因」の記録である（泉 [2002]，4 頁）。既述のとおり，
新公益法人会計は一取引一仕訳に変更され，正味財産増減計算の対象が，資産・
負債個々の増減原因ではなく，取引（単一財のみならず複数財を含む）におけ
る純財産の増減原因，すなわち収益および費用になっている。すなわち，企業
会計と同様に，実体勘定の増減に対して，相手勘定を純財産の増減原因とする
一対一の仕訳形態である。  
（１６）この時点で，自己検証機能を持つことになる。 
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